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総合資源エネルギー調査会 

省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 

第 49回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 

 

日時 令和５年２月９日（木）16：00～17：59 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○能村課長 

 定刻でございますので、ただ今から大量小委第 49回の会合を開催いたします。 

 本日の会合もオンラインでの開催とさせていただきます。何かトラブルやご不明な点ご

ざいましたら、事前に事務局からご連絡させていただいておりますメールアドレスや連絡

先までご連絡いただければと思います。 

 本日は、荻本委員、小野委員、秋元委員がご欠席となっております。 

 それでは、事後の進行につきまして、山内委員長にお願いできればと思います。 

 

２．説明・自由討議 

 （１）インボイス制度の導入に伴うＦＩＴ制度運用上の対応について 

 （２）再エネ予測誤差に対応するための調整力確保費用 

 （３）電力ネットワークの次世代化 

 

○山内委員長 

 はい、承知いたしました。 

 それでは、今ありました 49回会合の議事に入りたいと思います。 

 まず、最初に事務局から本日の資料確認をお願いします。 

○能村課長 

 はい、事務局でございます。配布資料一覧にございますけれども、議事次第、委員等名

簿に加えまして、資料１といたしまして、インボイス制度の導入に伴うＦＩＴ制度運用上

の対応について、資料２といたしまして、再エネ予測誤差に対応する調整力確保費用につ

いて、資料３といたしまして電力ネットワークの次世代化、参考資料１といたしまして、

再エネ海域利用法の施行状況等、参考資料２といたしまして、認定失効制度について、参

考資料３といたしまして、電力広域的運営推進機関提出資料、参考資料４といたしまして、

小野委員提出資料、参考資料５といたしまして、荻本委員提出資料をご用意させていただ

いております。 

 以上です。 
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○山内委員長 

 はい、よろしゅうございますかね。 

 それでは、本日の議事の進行ですけれども、時間の関係もございますし、資料について

事務局、それから、さっき参考資料３ですか、広域機関からの提出資料がありましたけれ

ども、それについて広域機関からご説明いただいて、その後で一括して議論ということに

させていただこうと思います。 

 それでは、事務局から資料の説明をお願いをいたします。 

○能村課長 

 はい、事務局でございます。まず、資料１および参考資料１につきまして、新エネ課、

能村から説明をさせていただきます。 

 まず、資料１でございます。インボイス制度の導入に伴うＦＩＴ制度運用上の対応につ

いてという資料でございます。 

 インボイス制度につきましては、資料の２ページ目でございますけれども、2023年 10月

から導入されるというところでございます。インボイスを活用して仕入税額控除を行うと

いう制度になるというものでございます。 

 資料の３ページ目でございます。インボイス制度が導入されました後、一定の経過措置

ということがございますけれども、インボイスを活用した仕入税額控除の仕組みが稼働し

ていくという状況でございます。 

 資料の５ページ目、これも大量小委では既にご議論させていただき、ご報告させていた

だいてございますけれども、ＦＩＴ制度におきますインボイス制度導入の影響についてで

ございます。現行制度、買取義務者につきましては、仕入れの事実を記載した帳簿および

区分記載請求書の保存を要件として、全ての認定事業者との取引について仕入税額控除が

できるということでございます。下にイメージ図を書いてございますけれども、こうした

ＦＩＴ電源の買い取りに伴う買取義務者の納税額というものは、消費税については発生を

しないというのが現行でございます。 

 インボイス導入後になりますけれども、納税者の方で、免税事業者などとの取引におき

ましては、買取義務者におかれてはインボイスを取得できないという観点から、当該取引

分については、仕入税額控除ができないということで、イメージ図の下段の方でございま

すが、その分に対応する消費税納税額Ｂ円というものが発生するということでございます。 

 これについて、この委員会でもご議論を重ねてきたところでございます。 

 資料６ページ目、ご覧いただければと思います。これまでの対応方針というところで、

新規認定と既認定とに分けて議論をさせていただきました。新規認定につきましては、区

分けをする中でご議論ということで、調達等算定委員会におきましても、この免税事業者、

そして、課税事業者との関係において、価格についての取り扱いということも区別した方

向で算定においてもご議論いただいたところでございます。本日につきましては、既認定

の取り扱いというところでございまして、赤枠でくくったところにつきましてのさらなる
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議論ということでございます。 

 続きまして、資料の７ページ目。これはご報告になりますけれども、先ほど申しました

新規認定の買い取り価格における消費税の取り扱いというところで、この１月 17日に調達

等算定委員会におきましてご議論いただいたところでございます。 

 四つ目の黒丸に書いてございますけれども、インボイス発行事業者、すなわち課税事業

者につきましては外税方式、非インボイス発行事業者、すなわち免税事業者におきまして

は内税方式という、これまでの 10ｋＷ未満の太陽光発電と同様の取り扱いという形でのご

議論をいただいたところでございます。 

 ８ページ目、ご覧いただければと思います。既認定の事業者でございますけれども、既

認定の中でも課税事業者の方、また、免税事業者の方がおられるということでございます

が、課税事業者の方におかれては、インボイス登録に向けた周知をしっかりやっていくと

いうことのご議論をさせていただいてございます。 

 一つ目の黒丸に書いてございますけれども、買取義務者の負担という観点からは、既認

定の課税事業者におかれては、インボイス発行事業者としての登録を適切に促していく必

要があるということでございます。こうした観点からは、買取義務者の方々とも連携して、

さまざまな周知などの取り組みをしていくということをご議論いただいたところでござい

ます。こうした取り組みを順次行っているというところでございます。 

 資料９ページ目でございます。課税事業者の方々のインボイス登録に向けた周知の事例

といたしまして、課税事業者のインボイス登録に向けまして、ＦＩＴ認定事業者の全ての

方々に、はがきの送付ですとか、あと、資源エネルギー庁のホームページにおきまして、

関連のページも創設しながら情報発信を行っているところでございます。 

 既に、手紙などによる事業者の方々への発信ということをやってございますけれども、

具体的に左側に、はがきの例ということを書いてございますけれども、さらにこうした、

はがきの情報発信につきましても、免税事業者の方々に対する位置付けはどうなっている

んだといったお問い合わせもいただいてございますので、より明確化していくという観点

からは、さらに情報を丁寧に加味した上で情報発信をしていきたいということでございま

す。 

 右側に更新する内容の例と書いてございますが、現時点のインボイス制度のご案内のは

がきでございますけれども、既にＦＩＴ認定を受けている方、また今後、新たにＦＩＴ認

定を受けようとされている方のそれぞれに向けたメッセージを発信してございますが、免

税事業者の方向けの情報ということをしっかりと加味していくということで、このような

明確化をしていくようなことを加味した上で、新たに情報発信をしてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 特に、免税事業者の方々のところからは、インボイスの登録がなくても現行の買い取り

価格は変更されないということでございますとか、また、実際にご自身が免税事業者がど

うなのかといったときには、給与収入ですとか、余剰電力の収入につきましては、消費税
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の課税の対象外ということを明確化されてございますので、こういった情報、また、一番

下の吹き出し三つ目に書いてございますけれども、今後新たにＦＩＴ認定を受けようとさ

れる際も、免税事業者に該当する場合には、これまで同様、インボイスの登録がなくとも

ＦＩＴ認定を受けることが可能ということについては明確化した形で、しっかりと情報を

丁寧に発信してまいりたいと考えてございます。 

 資料 10ページ目でございます。インボイス制度導入以降のＦＩＴ認定事業者の対応等に

関する実際の実態把握にも努めているところでございます。ＦＩＴ制度におきますインボ

イス制度導入の影響の度合いを把握するという観点からは、調査を実施したところでござ

います。調査対象といたしましては、太陽光ですとか、風力、バイオマスなどのＦＩＴ認

定事業者に対して、約２万件の方々に情報を発信いたしまして、その実態を把握したとこ

ろでございます。 

 主に設問といたしましては、１）で書いていますように、消費税法の課税事業者に該当

するのか、免税事業者に該当するのかという点、また２）ですけれども、今年 10月のイン

ボイス制度開始に向けましてインボイス登録をしているのか、または、する予定かといっ

たことなどについてご質問をさせていただいているところでございます。具体的な調査の

送付件数、回答件数についても下段に書いていますとおり、各それぞれのセグメント、区

分ごとに一定の回答をいただいているという状況でございます。 

 こうした調査の結果について 11ページ目、ご説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、左側の列でございますけれど、10ｋＷ未満のところですが、回答件数 453 件のう

ち課税事業者が約２割ぐらいおられるということでございます。 

 こうした中で、回答全体におけますインボイス登録の既にお済みの方、予定ありの件数

というのが 111 件ということで、約 25％弱おられるということでございます。こうした太

陽光につきましては、区分が大きくなればなるほど課税事業者の割合が増えているという

ことでございます。10～50ｋＷにおきましては 54.7％、50～500ｋＷのところについては

94.1％、500～2,000ｋＷにつきましては 97.6％、そして 2,000ｋＷ以上のところは 96.9％

ということでございます。 

 下段が左側、風力の関係でございまして、同じく 92.4％、また、バイオマス、右側でご

ざいますけれど 97.1％というような課税事業者のインボイス登録をお済み、もしくは予定

ありといった割合になっているという状況でございます。 

 こうした実態などを踏まえまして、今後の対応案ということが資料 12ページ目でござい

ます。 

 インボイス制度の導入に伴いまして、買取義務者に制度変更に伴う負担ということが生

じ、買い取り業務の継続が困難になることがないように、既認定の課税事業者の方におか

れましては、インボイス発行事業者としての登録を適切に促していく必要が引き続きある

ということでございます。引き続き、買取義務者の方々とも連携しながら、課税事業者の

方々のインボイス登録に向けまして、認定事業者へのメール、はがき送付、検針票、ウェ
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ブ明細などによる個別の周知をしっかりと取り組んでいくということでございます。 

 もちろんのことながら、免税事業者の方に向けましても、インボイスの登録がなくとも

現行の買い取り価格が変更されることがないことなどの、先ほど申し上げたような情報に

ついてもしっかりと発信をしてまいりたいと思ってございます。 

 こうした取り組みを大前提にでございますけれども、インボイス制度導入後に、買取義

務者に生じる新たな消費税負担に関しまして、まず、来年度につきましては、ＦＩＴ制度

において手当てをするということとしてはどうかというものでございます。具体的なイン

パクトでございますけれども、先ほどの調査結果、インボイス登録済み、予定ありの割合

といったことから、機械的に試算されますのが、来年度仕入税額控除ができない見込み額

といたしまして、住宅用の太陽光分が約 15 億円、事業用太陽光分が 39 億円、その他の電

源が約４億円といった形の見積もりになるということでございます。こうした額について、

ＦＩＴ制度において手当てをするということとしてはどうかというものでございます。 

 今後、その上ででございますけれども、ＦＩＴ認定事業者のインボイス登録の状況です

とか、資源エネルギー庁買取義務者による周知等の取り組み、これは継続的にしっかりと

フォローアップしていくということになりますけれども、その動向を踏まえて、今後のＦ

ＩＴ制度上の対応の可能性、また、課税事業者のインボイス登録に向けた既認定の案件も

含めたさらなる追加的な対応などにつきましても、しっかりとしたフォローアップの上で、

今後、検討をしていくということとしてはどうかということでございます。 

 以上が資料１の関係でございます。 

 説明の関係上、参考資料１を手短にさせていただきます。 

 再エネ海域利用法の施行状況ということでございます。これまで、大量小委の方でもご

報告をさせていただいてございますけれども、昨年末、12 月 28 日に公募を延期をしてお

りました秋田八峰・能代沖と合わせまして４区域、約 180 万ｋＷ部分につきまして公募を

開始しているというところでございます。この公募開始を踏まえまして、締め切りが今年

６月 30日公募受付締め切りとなってございます。また、７月１日以降審査評価プロセスを

開始いたしまして、今年度末を目途に結果公表というような段取りになっていくというも

のでございます。 

 併せまして、ボックス四つ目に書いていますけれども、準備区域の中で、この三つ、北

海道檜山沖など、この三つの海域におきましては 2023年度、この４月以降、ＪＯＧＭＥＣ

におきまして、風況・海底地質を調査していく、いわゆるセントラル調査対象区域として

選定されてございますので、こうした区域におきましては、ＪＯＧＭＥＣによる調査が始

まっていくということにつきましてご報告をさせていただきます。 

 併せまして、参考資料２でございます。認定失効制度でございます。 

 資料の１ページ目、ご覧いただければと思います。ＦＩＴ認定を取得以降、現在まで長

期間未稼働の状態が継続する案件は引き続き多数存在している状況でございます。2022 年

４月に施行いたしました再エネ特措法の改正におきまして、適用される調達価格の適時性
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の確保ですとか、系統の利活用の観点から、いわゆる認定失効制度が導入されているとこ

ろでございます。本年度末、いわゆる 2022年度末以降、認定失効制度に基づく失効期限を

迎える案件が見込まれるという状況ですので、失効期限が近い認定事業者宛てのメールで

すとか、はがきによる個別の連絡など、周知の活動を行っているところでございます。 

 こうした制度の本格化に向けまして、改めて制度の運用の詳細の明確化という観点、ま

た、必要な手続きが適切に行われていることを今後もしっかりとフォローアップを徹底し

ていくことが重要だと考えているところでございます。 

 資料の２ページ目でございます。これも大量小委におきまして、過去ご議論いただいた

ところでございますけれども、①系統連系工事申し込みを行っていない案件につきまして

は、運開期限の１年後の時点で認定を失効するという制度でございます。②でございます

けれども、系統連系工事着工申し込みを行った案件は、一定期間内に運転開始に至る可能

性が高いと考えられるため、運転開始期限から運転開始期間に当たる年数を猶予して、そ

の到来をもって失効するというものでございます。③ですけれども、系統連系着工申し込

みを行った案件のうち、大規模案件に係るファイナンスの特性も踏まえた例外的措置とい

たしまして、運転開始に向けた準備が十分に進捗し、確実に事業実施に至るものとして、

工事計画届出や環境影響評価の準備書に対する経産大臣の勧告等の通知のいずれかの手続

きに関する進捗確認が行われ、経産大臣により確認された案件については、運転開始期限

から調達期間に当たる年数を猶予して、実質的に失効リスクを取り除くといった、こうし

た整理になってございます。しっかりと、いずれにいたしましても、系統連系、どのパタ

ーンにおきましても、系統連系工事着工申し込みを着実に行っていくということが全ての

前提になってございます。 

 ※の２に書いていますように、こうした系統連系工事の申し込みに当たりましては、農

振法、農地法に基づく農振除外、農転許可、また、森林法に基づく林地開発許可を取得済

みであることが提出要件となっているというところでございます。 

 また、併せまして、資料の４ページ目ですが、未稼働分の見込みということで、今年度

末に経過措置の対象となってございますのが約６万 2,000 件、６ＧＷ以上の失効期限を迎

える予定というものでございまして、しっかりと適切な手続きを進めていく必要があると

いうものでございます。 

 ５ページ目でございますけれども、系統連系工事着工申し込みの提出状況のフォローア

ップということをしっかりとやっていく必要があると思ってございます。先ほど申しまし

た適切に系統連系工事着工申し込みがされるということが前提でございますけれども、運

転開始に向けた準備が十分に進捗し、事業を開始する蓋然性が高いということを判断する

指標といたしまして、先ほど申し上げた系統連系工事着工申し込みの提出時点におきまし

て、関係法令に基づく必要な手続きが既に経ているということが要件になっているという

ことでございます。先ほどの資料２ページ、もしくは下記の赤字で塗っているところの項

目を参照をいただければと思ってございます。 
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 こうした中で、送配電事業者におきまして、系統連系工事着工申し込みが受領された案

件については、過去、これまでに一度受領済みのものも含めまして、資源エネルギー庁に

おきまして、要件が確実に満たされるかどうか、各種許認可手続きを担当する自治体とも

連携して、継続的にフォローアップを行っていきたいと考えてございます。仮に、その結

果、実際に要件が満たされていないことが事後的に判明した場合には、系統連系工事着工

申し込みが不備なく受領されたと見なされず無効となります。当初の失効期限をもって失

効となるというものでございます。 

 なお、下の、くくってございますけれども、要件といたしまして、先ほど申し上げたと

おり、②で書いてあるように、農振法に基づく農振除外が行われて、農振法に基づく適切

な届出が受理されていることですとか、③で書いていますように再エネ発電事業計画の実

施に必要な森林法に基づく林地開発許可を取得済みであることということで、これは例え

ばということで下にも書いてございますけれども、参考で書いてございますが、申し込み

後に必要な許可が変更されるような、例えばゴルフ場の林地開発行為の目的で林発を取っ

ていて、系統連系工事着工申し込み後に、そのゴルフ場の林発を例えば太陽光に変更する

といったことなどについては、受領が無効となるというふうに考えているところでござい

ます。 

 従って、先ほど申し上げた、再エネ発電事業計画の実施に必要な森林法に基づく林地開

発許可を取得済みであることなどでございます。 

 その他、④で書いていますように、当然ですけれども、法令または条例に基づく環境ア

セス評価書の公告、縦覧を終えていることなど、必要な要件を満たしていることが大前提

になっているというものでございます。こうしたものについて、受領時だけではなく、提

出状況のフォローアップを的確に行っていくということを重ねてご報告したいと思ってご

ざいます。 

 私の方からは以上でございます。 

○小川課長 

 続きまして、資料２につきまして、基盤課長の小川からご説明いたします。 

 まず、本日のご議論でありますけれども、資料２の１ページ目をご覧ください。三次調

整力②の関係ということで、昨年もご議論いただいてきております。本日のご議論、下に

図がありますけれども、2023 年度のＦＩＴ交付金を決めるに当たりまして二つ分けており

ます。 

 論点１としまして、昨年、2022 年の差額の分、事後調整という仕組みを新たに入れる際

の 2022年分、昨年分の差額をどう見るかというところ、これが論点の一つで、そして、二

つ目が 2023年度、まさに来年度の費用をどう見込んで、その制度設計に当たってどのよう

なインセンティブをしていくかというのが論点の二つ目であります。 

 資料は、前半、後半あります。まず、前半は、調達のさらなる効率化の取り組みという

ところのご報告になります。 
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 ３ページ目に記しておりますけれども、まず一つ目にありますが、2022 年度、今のとこ

ろ前年度に比べて必要量、調達量は減少傾向にあるというところであります。ページで行

きますと５ページ目になります。こちらは、以前、2022年４月～12月でありますけれども、

青が 21 年、そして、赤が 22 年の同時期の比較であります。青よりも赤の方が低いエリア

が大部分というところであります。再エネの導入量自体は、当然、増えてきているわけで

ありますけれども、ここでの三次②の必要量というのは下がってきているというところで

あります。 

 背景としまして、６ページ、７ページ、いろいろな取り組みがなされております。６ペ

ージで言いますと、複数エリアにおける共同調達という取り組みになります。また、７ペ

ージ、必要量、どれだけ調達するかというところの必要量のテーブルの見直しというとこ

ろで、より誤差を小さくするような取り組みがなされてきているというところであります。 

 そういった中で、新しい議論としましては、９ページに記しております。こちらは広域

機関においての議論、今、三次②ではなくて三次①について行われている議論ではありま

すけれども、調達の最適化というところで、言ってみれば、調達の仕方も工夫していく、

ここで言いますと、三次①で言いますと、二つ目のポツにありますけれども、１週間前の

調達で全て全部を取るのではなくて、少し抑え気味にして、また、必要なところは追加的

に調達するといったような方法も議論されているところであります。こういった点も踏ま

えつつ、三次②につきましても、今後、同様の検討が行われる予定であります。 

 また、10ページ、11ページ、詳細の説明は割愛いたしますけども、こうした量の効率化

とともに、価格の方につきまして、こちらは電取委の方で議論が行われまして、ある意味、

ルール、どういった応札価格にどういったものをどのように織り込んでいくかというとこ

ろについては、見直しも行われてきているところであります。 

 こういった背景の下で、昨年１年間の調達の実績というところ、12 ページになりますけ

れども、こちらは先週の電取委の会合において示されております。 

 ここで言いますと、制度見直し前、見直し後という二つ分かれた欄があります。ここで

言う制度見直しというのが電取委の方で行われました応札のルールの見直しというところ

で、この見直し後、今後、ガイドラインが改定されて、今後は見直し後という形になって

いくというものであります。 

 一方で、昨年につきましては、ガイドラインも特に変わっていないわけですので、実際

に発生している費用というのは、ここで言いますと①の方の制度見直し前になります。

1,477 億円という数字になっております。この①と②を比較しますと、合計 270 億円、か

なり大きな差が生じているというところでありますし、内訳で見ますと、９割以上が中部

エリアという形になっております。 

 この辺が後半の議論、2022 年に生じた費用をどういった形で 23 年度の交付金に反映し

ていくかというご議論の前提になるところであります。 

 続きまして、後半部分、三次②の費用負担というところ、論点一つ目が 15ページになり
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ます。下に表が記されておりますけれども、まず、三次②の調達費用というのが昨年１年

間で合計 1,477 億円だったというところであります。一方で、2022 年度のＦＩＴの交付金

というところの見込みは 640 億円というところでありまして、差額 800 億円を超える差額

の発生が見込まれております。 

 このうちの約 270 億円というところは、先ほどご紹介した制度見直し前、見直し後で言

いますと、今後は、これは応札価格に盛り込めないという意味で、今後は費用として認め

られない性格のものになります。 

 こういった中で、23年度の交付金の算定に際しまして、22年の調達費用、これをここで

言いますと 1,477 というところ、差額で言うと 800 億円というところを持ってくるのか、

270 億円、いわば、ある意味グレーとも言えるところについてどのように扱うかというの

が一つ目の論点になります。 

 これについては、次、16 ページになります、昨年も同様に 2022 年度の交付金を決める

時に、グレーと言いましょうか、今後は認められない重複のものをどう扱うかといった点

のご議論はあったところであります。ここは、これまでもこの場でさまざまな観点からご

意見をいただいてきております。16 ページで言いますと、まず、原則論、一つ目のポツで

ありますけれども、送配電事業者がＦＩＴの発電事業者に変わって調整している予測誤差

というところでありますので、それについては、現実に要した費用については、適切に手

当てするということが原則であります。 

 一方で、二つ目、今回発生した費用の中に、今後は認められない費用というのが入って

いるというふうに電取委の方から示されております。今後は認められないという性格のも

のにつきまして、これを国民負担を原資とするＦＩＴの交付金で見ていくというのも、こ

れはまた別の意味で妥当性を欠くのではないかというふうに考えられるわけでありまして、

そういった観点からは、基本的には、ここの部分は除くということが基本ではないかとい

うふうに考えられるところであります。 

 ただ、一方で、その場合に、では、実際に発生した費用というのは、送配電事業者の立

場からすると、それはどこから手当てされるのかといったことになります。また、ここの

費用、そういった観点から各エリアの差額というのがどれだけ、どのように生じているか、

もう一度 12ページに戻りますと、エリアによって差はあるんですが、億円単位で言うと基

本的には１桁なんですけども、中部エリアというところが非常に突出した額になっている

というところであります。 

 そうした観点から言うと、これらのこの差をＦＩＴの交付金では手当てせず、全て送配

電事業者の負担、仮にそういう整理にしますと、これは一部の事業者にとっては極めて重

い、大きい影響を持ってくる、この点をどう考えるのかというところでありまして、一番

最後のポツに記してありますけれども、この中部エリアで生じているというものがどうい

う性格の、なぜこれだけのものが生じているのかといった点、この内容をより詳しく見た

上で、今後、ここの扱いをご判断いただいてはどうかというふうに考えております。 
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 以上が論点の一つ目になります。 

○能村課長 

 続きまして、論点の二つ目というところでございます。 

 資料は 19ページ目、ご覧いただければと思います。この会議でもこれまでインセンティ

ブというところで、まさに調達量削減に向けた効率化の取り組みということについてご議

論をいただいたところでございます。特に、必要量というところにつきましては、エリア

ごとにさまざまな条件も異なるということで、これもこれまでの大量小委におきまして、

外生的な要素というところをどのような形で、全体として考えた上で低減に向けた取り組

みを促していくのかといったご議論があったというところでございます。 

 二つ目の黒丸に書いてございますけれども、翌年度の三次調達②の確保費用を算定する

際には、全てを自動的に交付ということではなく、送配電事業者の方々によります再エネ

予測誤差の低減に対するインセンティブが働く仕組みという観点から、三つ目の黒丸、一

つ目ですが、調達量を継続して減らすことを促す効率化という観点と、二つ目、他のエリ

アとも比較した上で、各事業者の取り組み結果に応じた効率化インセンティブといった観

点から取り組みを促してはどうかというものでございます。 

 効率化係数という観点からは、一般送配電事業者による調達量の低減に向けた継続的な

取り組みを促すという趣旨を踏まえますと、例えば 0.5～１％といったものを基本としな

がら定期的に見直すというふうにしてはどうかというものでございます。右側の下に効率

化係数のイメージですけれども、必要量、実績を踏まえまして、効率化を掛けていく中で

全体として必要量を削減していくといった取り組みを促していくというものでございます。 

 加えまして、20 ページ目でございます。加えて、個別事業者に対するインセンティブと

いうことですけれども、レベニューキャップなどのインセンティブ設計なども参考としな

がらですが、自分の前年度の改善率と他社の改善率の競争という双方を考慮してはどうか

というものでございます。その際に、まさに大量小委でもご議論いただいたとおり、送配

電事業者の方々の取り組みを評価可能な指標とする観点からは、天気の影響ですとか、設

備量の増減など、可能な限り外生的な要因を極力控除した形での改善率ということを見て

いってはどうかというものでございます。その上で、総額に与える全体の影響も考慮した

上で、例えば３～５％プラスマイナスの幅でこうしたインセンティブといったものも考え

ていってはどうかというものでございます。インセンティブの考え方、下にイメージ図を

書いてございますけれども、一定以上改善率がある場合には、横比較をする中で上位３位

以内ということであればインセンティブをプラス３～５％にするということ、また、下位

のところは、むしろペナルティーとしてマイナス３～５％といった形で検討していっては

どうかというものでございます。 

 併せて、21 ページ目ですけれども、こうした効率化の促進インセンティブということを

考えていった時に、いろんな状況を考えていく必要があるということでございますけれど

も、低減効果を勘案しても、例えば、まさに足元のように、取引単価が変わってしまう、
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上がってしまうということによって全体としての量と、結局、単価の掛け算でございます

ので、全体としての面積が増えてしまうということもございます。そうした時に、こうし

たインセンティブ設計において、このような状況をどのように勘案していくのかといった

ことも併せて考えていく必要があるというものでございます。 

 こうした観点からは、二つ目の黒丸に書いてございますけれども、国民負担が原資であ

りますＦＩＴ交付金でございますので、継続的に三次調整②の確保費用を低減させていく

という観点からは、インセンティブとして先ほどプラスマイナス３～５％とございました

けれども、付与するインセンティブの金額につきましては、前年度の交付金額を踏まえた

上で上限を定めてはどうかというものでございます。左下にそうしたものを少し図示化し

たものでございますけれども、Ｘ年度の交付金ということの取引実績を踏まえて効率化係

数を掛けていくわけですけれども、インセンティブによる増減幅、これは特に価格要因な

どでインセンティブの幅が上振れする可能性もあるという時に、これはインセンティブ設

計、国民負担を減らしていくという観点でございますので、インセンティブ設計によると

は言えども、前年度の交付金を上回るようなところについてはカットするぞということで、

ここに黄色く色を塗っているところがございますが、ここについては上限値として控除す

る、カウントしないといったことなどが現実的ではないか、適切ではないかということで

ございます。それを三つ目の黒丸に書いてございますけれども、外生的な要因によって変

動する、特に調達単価の増加等によりまして過去の取引を超過する場合については、増加

については別途の分析の上、対応するといったものにしてはどうかというものでございま

す。 

 以上でございます。 

○小川課長 

 続きまして、資料３、電力ネットワークの次世代化をご覧いただければと思います。 

 こちら、概要、簡単なご報告であります。 

 ＧＸ実行会議で送配電の系統整備をしっかり進めていくということが示されております

ということ、ここの場におきましても、昨年来ご議論いただいてきているところのご報告

というのが一つと、この後、広域機関の方からマスタープランの案についてご報告いただ

きますけれども、６ページ目をご覧いただければと思います。 

 先取りするような形になりますけど、そのマスタープランのご報告の中でも、需要と電

源の立地の在り方というところは、一つ、今後の検討課題として示されているところであ

ります。この場でも、これまでもご議論、ご意見をいただいているところではありますけ

れども、どういった形でこういった需要、電源の立地を誘導していけるかというのは、一

つ、今後の検討課題というところと、二つ目は、資金調達、資金回収というところ、特に、

費用負担、全国調整スキームというものが３年前の法改正でできておりますけれども、こ

れらの詳細のところ、特にマスタープランができた後に、整備すべき課題というのが残っ

ておりますので、こういった点につきましては、今後、まさにこの場でご議論いただくこ
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とにしたいというふうに考えております。 

 具体のマスタープランの内容につきましては、この後、広域機関の方からご説明をお願

いできればと思います。よろしくお願いいたします。 

○大山電力広域機関運営推進機関理事長 

 はい、広域機関の大山でございます。参考資料３の説明をさせていただきます。 

 ただ今ご紹介がありましたとおり、広域機関では、脱炭素化社会の実現と再エネの主力

電源化を実現するために、将来増強が望ましい系統はどのようなものかについて広域系統

長期方針、いわゆるマスタープランでございますけれども、そちらの検討を資源エネルギ

ー庁と協力して行ってまいりました。 

 その検討も今年度末をもって一区切りすることとなっておりまして、現在はパブリック

コメントを実施中という状況です。本日は、この取りまとめ中の広域系統長期方針につい

て説明をする機会をいただきましてありがとうございます。詳細は、担当理事の寺島から

説明させていただきます。 

○寺島電力広域機関運営推進機関理事 

 はい、電力広域推進機関の寺島でございます。理事長の大山からお話があった内容、資

料３について寺島の方から詳細、概要をご説明させていただきたいと思います。 

 右上２ページのスライドにつきましては、今、理事長の方から説明がありましたので、

続きまして、右上３ページに進んでいただけますでしょうか。 

 ここでは、広域系統長期方針の目的ということで、リード文の１ポツ目に書いておりま

すが、ここではどちらかというと目的というよりも、今回策定したものの特徴について記

載させていただいております。とりわけ、２ポツ目に書いてありますが、今回の長期方針

の中では長期展望というものを記載しております。具体的には、長期的な観点から、エネ

ルギー政策とも整合したシナリオを基に、費用便益分析の評価を行いまして、将来の選択

肢を含めた系統増強の在り姿と言いますか、絵姿を描くこと、これが大変、今回の長期方

針の特徴でもございます。それをまた具体化としていくということについては、下のポン

チ絵に書いてありますように、最終的な具体化を図って政策実現を目指そうと、こういう

ものでございます。 

 それでは、長期展望を前提とするシナリオはどうなのかというところが右上４ページ、

次のページを見ていただけますでしょうか。以前もご紹介させていただいたと思うんです

が、2021 年５月には中間整理をしておりますが、その後、第６次のエネルギー基本計画が

公表されたこともありますし、さらには、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたと

いうところもありまして、ここの下のポンチ絵の右の端を見ていただけますでしょうか。

それらを反映したもので長期展望としまして、2050 年を視野に入れて再エネ５～６割とい

うことでのシナリオを設定いたしまして、先ほど言いました将来の選択肢も含めた系統増

強の在り姿、絵姿を検討するということにしたものでございます。 

 続きまして、次のページ、右上５スライド目をご覧いただけますでしょうか。シナリオ
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の選定の中では、どうしても、リード文の１ポツ目にありますように、系統増強というの

は、需要と電源の立地等のバランスを補強する形で行われているものですので、このバラ

ンスの度合いが非常にポイントになろうかというふうに思っております。 

 そこで、基本的には真ん中に置くベースシナリオと、ここで言う黄色いところを置きま

して、一方、不確定要素でぶれが出るだろう、需要の立地が自然体に行った場合にはどう

なるだろうか、需要の立地が誘導されているならどうだろうかということを複数のシナリ

オを振りながら、さらには感度分析ということで、需要の減少や再エネの偏在導入も踏ま

えながらいろいろ検討していったというものでございます。 

 それでは、ベースシナリオをどうしたかについては次の６スライド目に行っていただけ

ますでしょうか。ここで考えているベースシナリオですけれども、リード文の一つ目にご

ざいます国の政策的議論を踏まえて、再生可能エネルギー５～６割という前提で、最大限

に導入した状況での系統整備の有無による便益の差に着目すべく、下の表に書いてあるよ

うな形で検討したものでございます。 

 具体的には、需要については 1.2 兆ｋＷｈということで、水素製造等の需要を電源近傍

に置くこと、さらには、再エネを活用することでは、制御可能な需要についてはピークシ

フトできるなどということも工夫もしてございます。電源につきましては、先ほど申しま

したように、再エネを最大限導入することということで、太陽光、陸上・洋上風力、バイ

オマスについては、ここに記載のボリュームを、国の審議会での議論を基に私どもで設定

したものでございます。火力、水素・アンモニアについては、既存の火力の一部が 45年運

転で廃止してリプレースされるということも考えておりますし、その中で、そういうよう

な前提を置いて検討しているというものでございます。 

 続きまして、７スライド目、８スライド目に移りますが、７スライド目は、先ほどの需

要についてちょっと補足でございます。ご存じのように、この下のポンチ絵の左の①電力

部門の需要というのは、ＧＤＰ当たりの減少や省エネ、人口減少の形で減っていくという

のがエネルギー基本計画でも出てまいりますが、それ以外、中ほどの②にあります従来型

の非電力部門の消費エネルギーが電化していくという電化需要の増と、さらには右に③脱

炭素、エネルギー転換に伴う需要増、この需要変動、需要増を足しまして、先ほどもご説

明した年間 1.2兆ｋＷｈというのを想定してシナリオを想定しているものでございます。 

 ８スライド目の電源につきましては、もう皆さまご存じのことであります。政策議論で

加えられている内容の電源の考え方、これを私どもも踏襲しているので省略させていただ

きます。 

 右上９スライド目でございます。費用対便益の増強方策の検討でございますが、ここで

リード文の一つ目に書いてありますように、混雑が発生する系統を増強した場合について、

その増強に関わる費用、これをコストですのでＣと置いています。増強による便益をＢと、

ベネフィットと置いていまして、Ｂ／Ｃと私どもは言っていますが、費用対便益を分析し

ているところでございます。便益項目としてどういうものを挙げているかは、下の左側の
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表を見ていただいている上から四つ目でございます。これをベネフィットと見ているとい

うことでございます。 

 右のポンチ絵に、グラフに書いてありますが、Ｂ／Ｃ、費用対便益は、いろいろ燃料の

見方によっても幅が出ますが、幅を設定しながら、系統増強の規模を右の軸ですけども、

増やしていった時に、どの辺で大きくなるかと、こういうところで増強規模を選定してお

ります。 

 併せて、リード文の二つ目ですが、グラフの下の赤い線を見ていただけるといいんです

が、再エネの出力抑制についても、抑制率がサチュレートする、増強によって、また、抑

制率が緩和している時については、もう少し大きくしてみようかということ、サチュレー

トする辺りが、ここがほどよいところかというような検討したものでございます。 

 10 スライド目については、このベースシナリオにおける増強策の検討結果の代表例でご

ざいます。東地域については、やっぱり再エネの電気を効率的に大消費地に、東京エリア

へ運ぶということで、ＨＶＤＣ、ハイボルテージの直流送電が必要であるということで、

費用対便益からも、北海道～東北で 600 万、東北～東京で 800 万ぐらいが有力かと見てお

ります。 

 中地域については、関門連系線というものの増大によるＢ／Ｃの増強が多くなっている

ということもありますので、増強規模は 280万ｋＷを設定しております。 

 併せて、中地域の増強としましては、中部、関西の第二連系線や、中地域の交流ループ

系統の構成もあります。これについても、関門連系線の増強を前提とした場合については、

さらにＢ／Ｃが向上する傾向が認められているということで、この方策を位置付けておる

ものでございます。 

 最後に、ＦＣでございますが、ＦＣを最大プラス 270 万まで増強する範囲では、運転コ

ストの幅でも非常にＢ／Ｃが１を超えていることを確認できているということから、270

万を目安に設定しているものでございます。 

 次のページをご覧いただけますでしょうか。11 ページが、先ほど私が口頭で説明したも

のも踏まえまして、日本の全体に絵を落としてみたものでございます。これをもって私ど

もは長期展望の案というふうにしておるものでございます。このページの右の下の方を見

ていただきますと、必要設備投資量としては６～７兆円、年間コスト、年経費ですけども、

5,000億円～6,400億円ぐらいというような形でかかっておりますが、Ｂ／Ｃで見ますと、

最大では 1.5 ということですが、これに上回るようなベネフィットも期待できるというこ

とでございます。 

 続きまして、12 スライド目にお願いできます。少し長くなりまして恐縮です。各シナリ

オ分析をしております。ベースシナリオは今紹介したものですが、電源立地の誘導が左、

それから、自然体が右ということで、需要の置き方を少し工夫したものでございます。ご

覧いただければと思います。 

 次の 13スライド目に分析の、シナリオ分析した結果ですが、下の表はご覧いただきまし
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たとおりでございますが、リード文の一つ目にありますように、どのシナリオにおいても、

各シナリオの中で多少、域内増強の増減はあるものの、基本的にはどのシナリオにおいて

も、先ほど、前のページでご説明した内容については共通であることを確認しております。 

 このような形での長期展望の取りまとめをした上で、次の 14スライド目ですが、ありが

とうございます。その具体化に向けた取り組みということでここに記載しております。リ

ード文の１ポツ目には、やはりここは具体化に向けては、まずは、系統の混雑を前提とし

た系統利用の在り方や仕組みを着実に進めていくこと、その混雑の改善をちゃんと定量的

に見えるような環境をしっかり取り組んでいかなきゃいけない。併せて、経年設備の更新

についてもしっかり考えていかなきゃいけないと思っております。 

 これらの取り組みについては、２ポツ目にありますように、国の審議会や本機関の専門

委員会等々でも既に検討が行われ、導入済みのものもあります。これもしっかり進めてい

きながら、３ポツ目にありますように、具体的な個別の整備計画の具体化に進めていきた

いと思っております。 

 下に書いてあるものは、私が口頭で説明したこと、皆さんもご存じのことが多いと思い

ますので省略させていただきまして、次のページをお願いいたします。 

 この長期展望の中では、ここまでで取りまとめていることを今後のあるべき姿の実現に

向けてわれわれは幾つか提言させていただいております。 

 若干、紹介させていただきます。エネルギー政策との関係では、１ポツ目にございます

ように、今回は電力ネットワークの観点から、国のエネルギー政策の実現に貢献できるよ

うな将来の系統整備の在り姿を費用対便益と効果があるものとして、全国に俯瞰する形で

示すことができました。ということは、すなわち、２ポツ目に書いてありますが、系統増

強という政策により実現しようとする場合、７兆円というネットワーク投資をすることに

なりますが、それを上回る便益が確保できる可能性があるということをここに示すことが

できたことは、私ども、大きな成果であるというふうに自任してございます。 

 ただ、一方で、感度分析の結果では、需要や電源の立地を最適化していくことで、この

ネットワーク投資を抑制できる余地もあるということも書き加え、私ども、ここで掲載し

ております。 

 こうしたことから、次のポツでございますが、ここは国と連携を取りまして、足元で進

められている地域間連系線の整備、検討はもちろんしっかり進めるとともに、今後は、ネ

ットワークを踏まえた需要や電源の誘導等の各施策を総合的に推進することが求められる

ものではないかということをちょっとここで記載させていただいているものでございます。 

 最後に、あるべき姿に向けての具体化ということで５ポツ目に書いておりますが、これ

は将来に向けたさまざまな不確実性を含むことになりますので、今回の具体化に向けては、

それらの状況もしっかり見据えながら進めていきたいということを最後に申し述べている

ものでございます。 

 次のページをお願いできますか。ありがとうございます。終わりにということで書いて
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ございます。この広域系統長期方針では、将来の在り方から長期展望なども踏まえて、一

連のものとして取りまとめたものを、これは、まさに長期方針というよりもマスタープラ

ンだと私どもは考えておりまして、そういうふうに呼ばせていただきたいと思っておりま

す。 

 次のポツにありますように、この長期方針、マスタープランがネットワークに係るさま

ざまなステークホルダーにとって、ネットワーク視点からの国のエネルギー政策実現を支

える推進力になるというふうにわれわれ願ってやまないところでございます。 

 冒頭、理事長から話がありました、今、意見募集を行っております。下のようなスケジ

ュールで進めておりますので、ぜひとも皆さまからご意見賜ればと思っております。最終

的に、この意見募集を取りまとめて、この年度内には長期方針を取りまとめる予定でござ

います。大変長くなりましたが、寺島からの説明は終わります。 

○能村課長 

 続きまして、参考資料４ということで、小野委員からの提出資料のご紹介でございます。

小野委員から２点、ご指摘いただいてございます。 

 まず、資料１の関係、インボイス制度導入に伴うＦＩＴ制度運用上の対応についてでご

ざいます。インボイス制度導入に伴う既認定ＦＩＴ事業者に係る取り扱いに関連して、制

度導入後に買取義務者に生じる新たな消費税負担をＦＩＴ制度において手当てする旨の記

述がある。買取義務者に過度な負担が生じないよう何らかの制度的な手当てが必要である

ことは賛同するということです。 

 事務局案では、追加の消費税負担について、そもそもインボイス登録に関与できない電

力の需要家が引き受けることになっており、負担の適正化、公平性の観点からは違和感が

あるといったご指摘もいただいてございます。 

 本来、ＦＩＴ制度の中において、追加の負担が生じないよう手当てするのが筋ではない

かということ。また、そのような対応の是非についても、もう少し明確にご教示いただき

たいということでございます。 

 また、まずは国が主体的にＦＩＴ制度による追加負担の補てんで手当てするという場合

においては、事務局資料のとおり、まずは国が主体となり、周知活動の展開をはじめ、Ｆ

ＩＴ認定事業者のインボイス登録に向けた取り組みを徹底いただくということが大前提と

考えるということ。また、結果として、インボイス登録が十分に進まず、国民負担が想定

以上に増加する場合には、来年度以降、改めての検討が必要であることを指摘しておきた

いといった旨でございます。 

 また、資料２の再エネ予測誤差に対応するための調整力確保費用についてでございます。

再エネ予測誤差に関わる調整力確保費用について、資料に記載の今後の方向性についてお

おむね違和感はないということ。 

 また、調整力の効率的な調達につながるよう、適切なインセンティブの設計などを通じ

て、事業者の取り組みを引き続き後押ししていただきたいということ。 
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 また、効率的な調達のための取り組みを前提に、一般送配電事業者が調整力の調達に要

した費用を確実に回収できることも重要と考えるといった旨のご指摘をいただいてござい

ます。 

 加えて、参考資料５でございます。 

 荻本委員からのご提出資料でございます。 

 まず、一つ目、資料１の関係、インボイス制度の導入に伴うＦＩＴ制度運用上の対応に

ついてでございます。ご意見といたしまして、インボイス制度の導入に伴う買取事業者に

生じる負担は事後であっても解消することを今回の委員会の検討の結果として明示すべき

であるということ。 

 また、ご意見といたしまして、インボイス発行事業者としての登録を徹底するために必

要な手段として、インボイス登録の進捗の状況を地域別、階層別などで実効のある内容で

開示すべきであるといったことのご指摘、ご意見をいただいてございます。 

 また、資料２の関係、再エネ予測誤差に対応するための調整力確保費用についてでござ

います。ご意見といたしまして、調達の効率化に関連しまして、予測誤差に対応する三次

調整力②の調達必要量の検討は、費用低減の圧力から独立させ、技術的に妥当な継続的改

善を行うプロセスを強化すべきということ。再エネ予測誤差に対応する調整力確保費用を

削減する複数の施策は、国民負担の低減のため重要である。しかし、三次調整力②の確保

は、電力システムの毎日の安定運用に必須であり、調達量が不足すれば安定供給が損なわ

れる可能性がある。このため、調達の必要量が過小にならないように、必要量の調達費用

の削減とは独立した検討が必要であるといったご指摘もいただいてございます。 

 また、この資料の１枚目の下段の方に調達量について継続的に実績を検証して、必要な

量を確保し、必要な量が見つかれば、これを見つけるのさえ難しいといったご指摘もいた

だいていますが、それを削減するプロセスが必要である旨、ご指摘いただいています。 

 また、２枚目でございます。データの公開の関係でございます。 

 予測誤差に対応する三次調整力②の調達必要量の算定手法の継続的な検証と改善を、衆

知を集めて実施するために、必要量の算定を再現、検証することのできる予測データ、実

績データ、算定手法の公開が必要であるといったご指摘でございます。特に、技術的には

発展途上の分野であるといったご指摘もいただいてございます。このため、さまざまな分

野の多くの関係者の参加を得て、必要量の適正化の最善の取り組みを可能とするため、必

要量算出を再現できる計算手順、エリア・時点の予測、実績のデータの公開をすべきであ

るといったご指摘をいただいてございます。 

 次なる意見といたしまして、三次②の費用負担についてのご意見でございます。今回の

問題が調整力市場制度の不備によって生じたことを明確化し、交付金の対象となっていな

い送配電事業者の負担に対し、本調整力の調達開始年から交付金などによる費用負担を行

うことが必要と考えるといったご指摘でございます。 

 三次調整力②の調達費増大の原因は、調整力市場のルールが甘かったことを明確にすべ
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きといったご指摘もいただいてございます。 

 また、マスタープラン、資料３の関係でございます。 

 ちょうど資料の中ほどに、今回の検討により大規模送電線建設の方向性が決まるのは早

計であるといったご指摘もいただいてございます。 

 大規模送電投資の方向性の決定には、次の段階にて、電源の運用開始のスケジュールと

合わせた検討が不可欠と考えるといったご指摘もいただいてございます。 

 その中で、今回の検討については、簡易な計算方式であり、複数の候補の中から相対的

に有利な計画をスクリーニングするという段階であるといったご指摘。 

 また、大規模送電線の計画に当たっては、対象電源が段階的に導入され、そのスケジュ

ールが不確実性を有するため、これらの条件を反映した経済性の評価が不可欠であるとい

ったご指摘もいただいてございます。 

 最後のページになりますが、ご意見といたしまして、北海道の場合、既存のシステムへ

の大規模ＨＶＤＣの接続の是非は、その接続自体について独立したＢ／Ｃの分析、リスク

分析によって決定すべきといったご指摘でございます。例えば、４ＧＷの容量のＨＶＤＣ

が２ＧＷ～５ＧＷの規模の北海道エリアに接続され、ＨＶＤＣの側の事故時の北海道への

影響の大きさを考えると、同地域に大規模停電事故を引き起こす危険さえある。従って、

ＨＶＤＣの北海道エリアへの接続については、ＨＶＤＣプロジェクト全体の一部としてで

はなく、独立した費用／便益とリスク分析が必要であるといったご指摘をいただいてござ

います。 

 また、論点１の関係で、需要と電源の立地最適化の関係でご意見をいただいてございま

す。地域別の需要と電源の立地最適化により、系統混雑を回避するため、エリア別のＰＶ、 

風力、それぞれの出力制御率をはじめとし、マスタープラン検討のより詳細な結果や前提

を示すことが必要といったご指摘をいただいてございます。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございました。 

 それでは、資料説明は以上となりますので、これから質疑に入りたいと思いますけれど

も、この会議は委員の方が多いので、効率的に議事を進めるために、要点を簡潔にご発言

願えればと思います。 

 それでは、資料１、２、３、それから質疑応答および論議とさせていただきます。 

 発言のご希望の方は、この場合、チャットでお知らせいただければと思います。どなた

かいらっしゃいますでしょうかね。 

 長山委員ですね、ご発言ください。 

○長山委員 

 聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 
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 聞こえております。 

○長山委員 

 資料２で２点ほどなんですけれども、まず 16 ページを見ていただきまして、16 ページ

の２ポツ目と 17ページの４ポツ目に監視等委員会さんが出てくるんですけれども、私の意

見は、監視等委員会が、その時点のルールで違反等判断した場合は、こういった平場で精

算ルールを決めて、合理的でない入札をした場合は、バランシンググループから一部返金

をしてもらうと。監視等委員会さんが、その時点のルールで違反でないと判断した場合は、

ＦＩＴ交付金で精算するのがフェアなんではないかと思いました。１点目です。 

 ２点目なんですけれども、16 ページの最後のところですね。中部エリアで、これはどう

いった点で調査するかということによって、最終的にはバランシンググループと電源構造

の問題となっちゃうんじゃないかと思うんじゃないかと心配していまして、電力会社には

３つのパターンがあって、１つはバランシンググループが揚水と火力を両方持っているケ

ースで、これは中部と東電さん以外ですけれども、一緒に持っていると、なるべく燃料を

使わないように、もしくは揚水くみ上げの原資を抑えるようにユニット単位でメリットオ

ーダーを考えてベストの入札ができるということなんですけれども、その結果、今、三次

調査力にというのは、揚水の固定費を賄う重要な財源になっているというようなことがあ

ると思います。 

 それで、今回、例外になっているのが東京電力さんと中部電力さんで、どちらも火力が

ＪＥＲＡさんというふうに分かれていて、揚水を持つホールディングと、ＪＥＲＡと、ま

たは小売の中で、いろんなコストの面でメリットオーダーを図られるような関係ができて

ないんではないかということで、バランシンググループの問題に帰結してしまうんではな

いかと。何で中部さんと東電さんが違うかというと、揚水の量が全然違うんですね。中部

さんは 3.5ＧＷしかなくて、東電さんは歴史的な経緯で 7.7ＧＷもあって、結局、揚水を持

っているか持ってないかで、このコスト構造ができてしまっているので、これはどういう

ふうに調査して結果を出すのかというのが非常にポイントだと思います。 

 ちなみに、東北電力も揚水比率が中部と同じで３割で低いんですけれども、揚水が 460

ＭＷしかないんですね。従って、この構造的なものをどうやってＦＩＴで賄っていくのか

というのがポイントではないかと思います。以上です。 

 あともう一点、すいません、2021 年度の件については、返金をするかどうかと、前回も

申し上げたんですが、まだ今回の議題ではないと思うんですが、ぜひ立ち戻って返金の方

向で考えていただくのがフェアではないかと思います。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、日本風力発電協会の祓川さんですけれども、すいません、委員の方を優先させて

いただこうと思います。大橋委員、どうぞ。 

○大橋委員 
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 ありがとうございます。 

 まず、論点の１つ目のお話ですけれども、インボイス制度に関してですが、お話を伺っ

た限り、そもそもこのインボイス、買い手の事業者がインボイスの登録してない事業者を

選択しないということを、そういうふうな選択ができるから、今回でいう発電事業者に対

してインボイスの登録をするインセンティブを持たすことができるという制度となってい

るんだと理解しました。他方で、今回、買い取りの事業者は義務を負わなければならない

というふうな立て付けになっている制度下において、本来、インボイス制度が予定してい

る、そうしたインセンティブが働かないということが論点になっていると理解しました。 

 であるとするならば、本来やるべきは、このインボイス制度が予見していない買い取り

義務の制度において、認定発電事業者に対してインボイスの登録を義務付けるというのが

本来やるべきことではないかと思います。この負担をＦＩＴの国民負担で見るということ

は、あんまり適当ではないのでないかというふうに思いますので、本来これは、そうした

形をするべきだと思いますので、ぜひしっかり議論をしてもらいたいと思います。 

 さらなる追加的対応は、フォローアップを踏まえて行うと書いてありますが、これはフ

ォローアップを踏まえる必要はないのではないかと思います。フォローアップを踏まえず

して、さらなる追加対応がどういうものかということを今の時点でしっかり議論しておく

ということが、いずれの方策を来年度に取るにしても重要だと思いますので、そこはご検

討の余地があるかどうかというふうに思いました。それが１点目です。 

 論点の２番目ですけれども、これは頂いている資料で、ＦＩＴの発電事業者に代わって

送配電の事業者が負担している部分の三次の②というのは、原則しっかり補塡（ほてん）

はされるべきだというものの、不適切な費用計上等がある場合には、それを勘案すべきで

はないのではないかというご指摘というのは正しい指摘だと思いますし、今回、特定の会

社さんに費用が生じているということですので、ここについてしっかりどういうふうな理

由なのかということを見ていただくことはぜひやっていただきたいということで、基本的

にこの資料については賛成であります。 

 あと最後、論点の３番目でいただいたマスタープランですけれども、今回、広域機関の

ご発表ですと、費用対効果の点でいうと、費用対便益に合うんだということではあります

けれども、この７兆というコストは、今の時点でのベストエスティメートで、便益も含め

て相当揺れがある話なんだというふうに思っています。相当長い期間にわたってアセット

として残るものだということを考えてみると、まず広域機関が最後におっしゃっているよ

うに、需要のシフト等をすることによって、再エネの最大限の導入を図る方策というのを

まず検討するということは大変重要だと思いますし、実はそうしたことというのが地域の

活性化にもつながるという側面が相当あると思いますので、そちらの方向の検討をまずし

っかり行っていただくのが地域にとっても大変いいことなのかなあというふうにお話をも

って伺いました。 

 以上です。ありがとうございます。 



 21 

○山内委員長 

 ありがとうございました。他にいらっしゃいます？ 

○岩船委員 

 ご説明、ありがとうございました。資料２と資料３に関して申し上げたいと思います。 

 まず、資料２の再エネ予測誤差、三次調整力②の話なんですけれども、前回に引き続き

話があるんですけれども、量と金額の問題があります、単価の問題ですね。かつ調達量に

関しては、調達の見込み量と予測誤差の問題があって、見込み量自体は OCCTO さんでルー

ルで決められているので、そもそも事業者さんにどれぐらいそこを見直す裁量があるのか

というのが少し疑問には思いました。もちろん、この OCCTO でルールとして決めている量

自体をきちんと精査していくことは必要ですし、今回、広域調達しますとか、信頼区間ご

とに分けて考えますみたいな工夫はされていますので、そういうのを全体としてやってい

けばいいと思いました。 

 これは荻本委員の資料にもあったんですけれども、量が足りなければ停電の可能性もあ

るわけなので、足りるか足らないか、一定の量が絶対必要なものに対して横並びで事業者

の努力を求めるというのが本当に適切なやり方なのかというのは、私は疑問だと思いまし

た。調達量が減らせれば西をまねしていいというわけでは恐らくないはずなので、その合

理的な範囲というものがある量に対して競争させてもしようがないのではないか。なので、

ルール設計に対して、事業者さんが協力し合って、いい量を決めていくというのが重要な

取り組みではないかと思います。 

 予測誤差に関しては、ある程度確かに事業者別の取り組みというのが反映されると思う

んですけれども、これも前日予測である以上は一定限りがあるかと思います。もちろん、

一番優秀な事業者さんの取り組みを横展開するような協調的なやり方が、これもいいので

はないかと思います。この分野の専門家のご意見も聞きながら、そういう取り組みのほう

が競争させるよりも私は効果的ではないかと思いました。 

 16 ページの中部エリアの話ですけれども、私はこれは長山委員がおっしゃったことに同

意でして、制度見直しの前にＢＧの、発電事業者の応札に問題があったのであれば、発電

事業者、ＢＧに返してもらうしかないし、もし問題がなくて、これはルールが悪かったと

いうことであれば、全体として、国民負担ではありますけれども、賦課金として負担する

しかないのではないかと思いました。 

 資料３です。資料３は、私もマスプラの委員ですので、また繰り返しにはなるんですけ

れども、ここで一応、この内容に関して思ったことを申し上げさせていただきたいと思い

ます。 

 この計画、マスプラは、一番大きな問題は電源の導入量、位置を固定して行った計画で

す。なので、本来は、私は電源の立地誘導というのが重要だということを何度も申し上げ

ましたが、なかなかそこまで評価し切れないということで今回の整理になったと。今後は

電源の立地状況の推移をしっかり把握しつつ、慎重に検討してほしいと思いました。特に
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北海道の洋上風力が大規模な量が入るだろうということで長距離のＨＶＤＣが想定されて

いるわけですけれども、本当に安定的な運用ができるかの検討というのは、もう少し技術

的な精査が必要かと思われました。 

 西側の関門のほうは、この便益は、ちょっと今日の資料にはなかったかもしれないんで

すけれども、半分から３分の１ぐらいは実はアデカシーによる便益で、アデカシーによる

便益というのは、ｋＷｈ3,000 円という停電コストを前提としたメリットなわけで、ここ

は 2014年という古い調査によるものですし、本当にこのアデカシー便益でメリットが出る

のかというのは疑問に思いました。 

 今回、需要が増えることが想定されているわけですけれども、ＤＡＣや水素のような需

要もかなり九州にも増える想定になっているわけです。これらは結局、それだけの停電コ

ストが必要ない需要だと本来思われますし、こういったことから考えても、この辺り便益

が過大に評価されている可能性というのも私は否定できないと思います。こういう議論の

整合性を含めてマスプラに載せたので、これは造るという前提ではなく、しっかり一つ一

つ整備計画の具体化時に精査して、それでＢ／Ｃを超えなければ造らないという、７兆円

というのはかなり負担額も大きいので、一定もしＢ／Ｃ１を超えなければ引き返すという

こともぜひ検討に入れた上で慎重にご検討いただきたいと思いました。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。次、桑原委員、どうぞ。 

○桑原委員 

 ありがとうございます。 

 事務局の取りまとめ、ありがとうございます。基本的に事務局案で示された方向性で異

存ありませんが、インボイス制度について１点、コメントさせていただければと思います。 

 買取義務者に生じる新たな負担に配慮が必要ということは理解できるので、今出ている

12 ページに記載されているように、制度の周知等の取り組みを適切に行っていただくこと

が大前提ではありますが、来年度についてはＦＩＴ制度で手当てを行うこともやむを得な

いように思っております。 

 ただ、先ほどからご指摘も出ておりますとおり、本来は課税事業者のインボイス登録が

適切に行われることで問題が生じないようにするのが筋であるところと思います。今日ご

説明のあった認定失効制度なども、問題への対応がやや後手に回った印象がございますの

で、このインボイス登録の件は、来年度の対応はあくまでも例外対応という位置付けにし、

インボイス登録を行わない事業者が残ってしまうことが見込まれるという状況の中であれ

ば、翌年度以降の対策の検討を早めに開始していただくように、ぜひお願いしたいと思い

ます。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。次は松村委員、どうぞ。 

○松村委員 
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 松村です。聞こえますか。 

○山内委員長 

 はい、聞こえております。 

○松村委員 

 私は資料２に関してのみです。まず、スライド 16のところで、先ほどから繰り返し出て

きていますが、この２ポツ目のところは、スライド 12でいう①と②の小さいほうの金額は

賦課金で面倒を見るべきだということを明確に打ち出したのだと思います。これが原則で

あることをきちんと書いていただいたと思います。 

 一方で、スライド 16 の下の２つに関しては、中部電力のエリアでは、あまりにも乖離

（かいり）が大き過ぎるので、もう少し精査した上で、原則は今言ったものだが、微修正

することを検討するということだと思います。原則は２番目のポツだということは決して

忘れないようにしていただきたい。この委員会では、かかった費用は、全部補償すべきだ

すべきだという意見の大合唱だったので、私一人が言っても止まらないとは思うのですが、

それでも私は、原則はこの２番目のポツだと思っています。 

 もう一度、スライド 12に戻っていただきたいのですけれども、制度見直し後、この金額

は、ある意味でコストベースのものが全て含まれていると思っています。このような議論

をだいぶ前に議論した時には、例えば燃料費が高騰した。その結果としてその費用が上が

ったのは送配電部門の責任ではないということも言われていたと思います。それはそのと

おりなのですが、制度見直し後のほうも、そのような形でコストが増加したものも含まれ

たコストが２のところでちゃんと反映されているはず。従って、燃料費が予想以上に上が

った効果は、もともとの原則でも、このいかんともし難い部分は補償されるはず。 

 コストベースと実際の上がった額の差は、要するに発電事業者のほうに落ちた利益。中

部電力の場合には、全てとは言いませんが、かなりの部分は中部電力のネットワーク部分

とフィナンシャルタイのある事業者に落ちたお金。そのお金は、原則として賦課金で面倒

見るべきだなどという議論が、本当に消費者の理解を得られるのでしょうか。賦課金は、

全ての電力消費者が再エネのために負担しているわけですが、資本関係のある会社に大量

に落ちた利益の部分も賦課金で面倒見るべきだという議論を、本当に賦課金の適切な使用

として理解を得られるのかという点については、よくよく考えていただきたい。 

 ここに参加している委員の中には、かつて別の委員会で、送電線の建設に賦課金を投入

するのに対して、実際に送電線の投資が足りない結果として再エネの普及を妨げていると

いう現実を目の当たりにしながら、そのような安直な賦課金の使い方に対して消費者は怒

るべきだという発言をした者がいる。同じ委員がこの文脈では反対に非常に寛容に賦課金

で出すべきだと言うのに関して、本当に消費者の理解は得られるのでしょうか。長い理屈

をこねて、それぞれを正当化することは可能だとは思うのですけれども、消費者は怒るべ

きだとの議論でいうと、むしろそんな利益を補填するためにお金を払うことに対しての怒

りのほうが大きいのではないかと私は思います。 
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 次に、直接、今回の議論と関係ないことを言うようで申し訳ないのですが、スライド６

のところを見ると、中部電力が、どちらのブロックにも入れていない。ある意味で一番コ

ストのすごくかかっているところになのに入れていない。どうしてなのだろう。これは、

連系線の容量が足りないからだと思うのですが、関西・中部間の連系線の増強は、ＥＳＣ

Ｊ時代に計画されて工事が始まったのではなかったのか。何でこれが止まっちゃったのだ

ろうか。少なくとも、その当時よりも連系線の必要性は高まっているように思える。こう

いう需給調整市場だとかを考えればもちろんそうだし、スポット市場の動きなどを見てい

ても、あの時よりもさらに必要性は高まっていると思われるのに、何で止まっちゃったの

だろうと、不思議に思う人はそれなりにいるのではないか。少なくとも国が、そんなコス

トが高い投資をするなと命令する、やめろと言って命令して止めたわけじゃないはず。も

ちろん今回のマスタープランの中にも、その議論は入っているのだと思いますが、以前に

計画されたものが、どうして止まったのだろうという点は、少し残念に思うと同時に不思

議な気がします。 

 それから、岩船委員の議論は、次の資料３のところと関連しているのだろうとは思うの

ですが、Ｂを過大評価して、その結果として不必要な送電線を造ることがないようにとい

う指摘は全くもっともだと思う。しかし、今までの連系線の建設で、この連系線、造るべ

きでなかったのに、全然コストをペイしないのに、こんな連系線を造って失敗したという

経験と、この連系線、当然造るべきだったのに、どうして造らなかったのだろう、あるい

は造っておいてよかった、反対する人もいたのにもかかわらず造っておいてよかったとい

う経験のほうが多いと感じています。 

 つまり、Ｂのほうを過小評価していることをずっと繰り返してきたのではないかという

ことも同時に懸念すべき。それで便益の過大評価の大合唱の結果として、非常に重要な連

系線の建設がまたしても遅れてもいいのかは、考える余地があると思います。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。他にご発言、委員の方、いらっしゃる？ 

 大石委員、どうぞ。 

○大石委員 

 ありがとうございます。今、松村委員が発言されたからというわけでもないのですが、

私も今日の資料の資料２の 16ページのところで一言申し上げたいと思っておりました。 

 消費者の意見を代表というわけでもないですけれども、今回のこの資料を見て、中部エ

リアだけがなぜこれだけ差が生じているのかというのは、本当に素人目から見ると分から

ないですね。そのために最後のところで中部エリアの費用をきちんと調査・分析の上、書

いてくださっているのですが、他の事業者、エリアでは、このようなことが発生していな

いのに、なぜ中部エリアだけでこの事態が起きているのかというのは、しっかり精査して

いただきたいと思いますし、その上で必要の場合には、ぜひ再度検討いただけたらと思っ

て資料を見ておりました。以上です。 
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○山内委員長 

 ありがとうございます。次は松本委員、どうぞご発言ください。 

○松本委員 

 ありがとうございます。要点を申し上げたいと思います。 

 まず、資料１ですけれども、インボイス制度の導入に伴うＦＩＴ制度運用上の対応の方

針（案）として 12ページですけれども、３ポツ、インボイス制度導入後に買取義務者に生

じる新たな消費税負担に関して、来年度についてはＦＩＴ制度において手当てすることと

してはどうかということで、これについては賛成したいと思います。買取事業者に新たに

生じる負担については、事後でもしっかり解消することが重要だと思っております。 

 続きまして、資料２ですけれども、16 ページになりますけれども、論点１ですね。こち

らの再エネ予測誤差に対応するための調整力確保費用、16 ページですけれども、長山委員

がご指摘された点、中部電力においてなぜ多額の費用が生じているかという点、非常にな

るほどと納得した次第なのですが、多額の費用が生じていることの要因を調査・分析して、

その結果を踏まえて、これらの費用の扱いを最終的に判断することとしてはどうかという、

この方向性に私は賛成をしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 そして、論点２の調達量削減に向けた効率化の促進とインセンティブにつきましても、

19 ページから 21 ページですけれども、方向性として事務局案に賛成したいと思います。

取引の状況をモニタリングして、もし今回の措置が適切に機能していないなどの状況が見

受けられた場合においては、適宜適切に見直しを行っていけばよいと思っております。 

 そして、資料３なのですけれども、マスタープランについて、広域機関におかれまして

は、丁寧なご説明をいただきまして大変ありがとうございます。地域活性化にもつながる

のではないかと期待をするところです。このマスタープランを進めていく中で、賦課金方

式の適用範囲の拡大について検討していくという方向性かと思いますが、これについて１

点、申し上げたいと思います。 

 現在の賦課金制度は上限が設定されていませんので、将来の負担額がどうなるかという

懸念の声が産業界から出てくることが懸念されると思います。今年１月から政府の電気料

金への補助政策が始まっておりますけれども、今年９月の使用分までと期間が定められて

います。現在の産業用、業務用の賦課金の負担は、平均単価の 15％超になっているのでは

ないかと思いますけれども、賦課金の負担が使用者に対して過重にならないよう配慮しな

ければならないと思います。賦課金方式の適用範囲を広げていく方向の中で、事務局にお

かれては賦課金に関する情報や電気料金の今後の見通しなどについても積極的に情報発信

していただきまして、企業が何かしら対策できるようにしていただきたいと思っておりま

す。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。オブザーバーの方からご発言ご希望ありますけれども、委員
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の方を優先させていただいて、安藤委員、どうぞご発言ください。 

○安藤委員 

 安藤です、よろしくお願いします。 

 まず、インボイスについてなんですが、当面は消費税負担分の 20％部分ということです

けれども、買い手側が一切負担することがなくなるということは、買い手側ですね、買取

義務者が売り手に対して適切に行動するように働きかけるインセンティブはなくなってし

まうという点も気になっています。 

 また、小野委員からの資料にもありましたが、そもそも最終需要家が負担する、買い手

側には負担させず、最終需要家が負担するんだったらオーケーという、その整理もおかし

いんじゃないかということで、そもそもはインボイス登録をしていない既認定事業者であ

ったとしても、登録していない場合に排除するであったり、支払いがペンディングのよう

な対応というのは望ましいのではないか。これが 2023年度になぜできないのかということ

が気になっています。今回、どうしても対応できないということで、2024 年度以降に適宜

対応するということになった場合であったとしても、まずは消費税についてきっちり負担

すべき人に払ってもらうということが大前提だと思っています。 

 続いて、三次調整力②について資料２です。19 ページ以降、調達量削減に向けたインセ

ンティブとして効率化係数で削っていくということについては、資料の前にもありました

とおり、予測の確実性などによって、三次②がどういう形で調達量が削れるのかというの

が地域によって差異があるのではないか、こんなことが気になっています。気候の確実性

とか、さまざまな要因の変動リスクが地域によって違うと負担の差もあるんではないか。

ここで一律の効率化係数でいいのかということが気になりました。 

 また、効率化係数を超えて削減することにメリットがないことへの対応として、上位３

位以内などというルールが提案されているんだと思いますが、これが一律に３位以内だっ

たら３～５％の間の一つの数字なとどした場合には、上位３位に入れそうだったら、それ

以上に改善するインセンティブはないのではないかということも気になっています。 

 また、もう一点追加で、考え過ぎかもしれませんが、このようなルールの場合、事業者

が協調行動を取るようなことが可能性としてはあり得ないかということも懸念しておりま

す。互いに効率化係数を超えて努力するのではなく、勝ち負けが輪番で振り分けられるよ

う、入札談合などでよくあるようなビットローテーションのようなことが起こらないかと

いうことも気になりますので、いずれにせよ適切な監視が不可欠かと思っています。以上

です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。それでは岩船委員、どうぞ。 

○岩船委員 

 ありがとうございます。松村委員にコメントいただいたので、私、ものすごく議論の前

提として分かっていないのかもしれないのですけれども、中電ＰＧとＪＥＲＡが資本関係
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にあるから、ＪＥＲＡがもうけた分を中電ＰＧから取っていいというようなふうにも聞こ

えたんですけれども、そもそも送配電は法的分離されているわけで、私は中電ＰＧとＪＥ

ＲＡを独立したものとして考えていたので、それはおかしいんじゃないかと思ったんです

けれども、エネ庁さんの前提として、そこをどうお考えでしょうか。それによって、この

対応の妥当性の議論が変わると思うのですけれども、そこをぜひお伺いしておきたいと思

いました。前回もそのお話が出たので、もしだから中電ＰＧとＪＥＲＡを一緒に考えてい

いんだったら、松村委員のおっしゃることもごもっともかなと思いました。そこを教えて

ください。よろしくお願いします。 

○山内委員長 

 最後にコメントさせていただきます。 

 次は圓尾委員、どうぞ。 

○圓尾委員 

 私、資料３について１点だけです。７兆円という数字がかなりでかいので、ですから何

度もご説明があったように、需要や電源の立地をうまく誘導することによって抑制するこ

とができると書き加えられているのだと思いますが、そこがあまりにも強調され過ぎるこ

とを懸念しています。当然、需要や電源をうまく立地誘導して、この７兆円を少しでも削

るのは非常に大事なポイントで、一生懸命努力すべきだとは思うのですが、ただそう簡単

なことではないと思うのです。一方で、再エネはどんどん拡大していくわけで、電源や需

要の立地誘導を待っている間に必要な連系線ができてないという事態になったら、それは

それで困るので、現実的な可能性がどこなのかを適切に判断しながら設備形成の意思決定

をやっていく必要があると思います。 

 ですから、このまとめはこれで私は正しい整理だと思いますが、では、これを使って誰

がどういうタイミングで設備形成の意思決定をするかが非常に大事なポイントになってく

ると思います。そこをネットワーク会社に丸投げすることがないように、適切な意思決定

ができる仕組みを今度しっかりと考えていく必要があると思いました。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。長山委員、どうぞ、もう一度。 

○長山委員 

 すいません、先ほどの松村先生の件で、ＴＳＯを完全に独立していて赤字にされた分と

いうのは、その分投資が減るのでやはりそれは問題だと思うんですね。あと、今回、中部

電力さんがＪＥＲＡと結託した動きだろうと考えているわけでは全くなくて、それぞれが

合理的な行動をした結果がこれであると。結局、揚水を持つ中部さんと、ＪＥＲＡと、あ

と小売りさんの間の関係が、たぶんがんじがらめになっていてメリットオーダーになって

いないという点と、揚水がたぶん少ないということが大きな問題だと思うんですね。 

 従って、揚水がないというのは今から直せないんで、そこはＦＩＴ賦課金でカバーして

あげると。しかし、契約のがんじがらめの点はメリットオーダーに、その辺は今後、調査
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によると思うんですが、ＦＩＴ賦課金は一部減額とかするようにすればいいんじゃないか

と思いました。これはジャストアイデアでございます。 

 あと、すいません、さっき資料３で言い忘れたんですけれども、資料３の６スライド目

の３ポツ目に、電源の立地というのも、今、パブコメの段階で電源の立地と書いてあるん

ですけれども、先ほど岩船先生がおっしゃったように、これは電源立地はありきで造って

いるようなものなんで、質問になるかもしれませんけれども、どうして電源立地というの

が今出てきたのかというのがちょっと知りたいと思いました。 

 あと、北海道で、７スライド目で急に 1.1 兆円地内増強とあるんですけれども、これは

洋上風力で多端子でそのまま東京につなげれば、北海道にこんな投資は必要じゃないかと

思うんですよね。もしくは、そんなに東京に需要があるんだったら、福島の辺に洋上風力

を造ればいいですし、どうしてこんなふうに 1.1 兆円が急に出てきたのかとか、そこら辺

についてお聞きできればと思います。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。他の委員の方はいらっしゃいません？ いかがですか。 

 それでは、松村委員、どうぞ。 

○松村委員 

今の点、２人から指摘された点、短く申し上げます。 

 前回と全く同じことを言うのですが、ということはこれまでこれだけ説明しても全く理

解されていないということなので、もう諦めなきゃいけないと思うのですけれども、イン

センティブの問題です。もし送配電事業者が鉄塔を調達する時に、全く無関係の会社から

調達するけれども、鉄塔で調達したコストは全部面倒を見てもらえるということになった

とすれば、その調達コストを下げるインセンティブがなくなる。その時に、どうやってイ

ンセンティブを与えたらいいのか。そういうことをずっと考えてきたわけです。この鉄塔

を納入する会社が自社の子会社だったら、むしろ高い価格で買えば買うほど全体の利益が

増えることになるわけですよね、全部、パススルーできるということだとすれば。そうい

うインセンティブを作るつもりですかという問題だと思います。ＪＥＲＡから高く買うと

いうことがあったとすれば、その分だけ全体としての利益が増えるという構造を持ってい

る、そういう問題を議論しているという自覚があるのかということを言っているのです。 

 結託したのではないということを、私もそう信じてはいますが、どうして長山委員がそ

う確信しそれを示すことができるのか、これだけその誘因があるのに、なぜないと断言で

きるのかは分かりませんでした。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。この件について、また電取で調査とかいろいろやってもらうと

いうことになっています。 

 それでは、いいですかね、オブザーバーの方で。まずは祓川オブザーバー、どうぞ。 

○祓川オブザーバー 
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 祓川でございます。聞こえますか。 

○山内委員長 

 はい、聞こえております。 

○祓川オブザーバー 

 それでは、資料の２でございます。まずは冒頭、ＦＩＴ、再エネの電気を調整いただい

ています一般送配電事業者の皆さまには、この場を借りて感謝を申し上げます。 

 本日、事務局にご提案、お示しいただいた国民負担低減のための調達量、低減の施策案

については全面的に賛成です。ただし、一般送配電事業者に過度の負担が生じないように、

併せてご配慮いただいたらとは考えております。 

 施策の中に、従来のエリアごとから複数エリアでの共同調達スキームとして、東ブロッ

クと中西ブロックで実施することで必要量を削減されることには賛成でございます。ただ

し、さらにエリアを拡大し、日本全体での共同調達に向けていただくことをぜひご検討い

ただければと思います。 

 東西を結ぶＦＣは、建設中を含め現在 300 万ｋＷで、マスタープランでは 270 万ｋＷの

増設案が出ていますが、日本全体での共同調達を実施する上で、さらなるＦＣの増強や地

域間連系線増強が必要であれば、ぜひ併せて検討していただきたいと考えます。 

 本日の事務局提案ですが、現行制度では、１日前に予測していることで誤差が大きく出

ざるを得ないというふうに考えています。現在、10％以上の誤差がある調達量の削減を抜

本的に解決するのには限界があるように感じております。欧米では、ご存じのように、５

分前市場となっており、その場合の誤差は１％未満と言われています。誤差、調達量の大

幅な低減につながることから、５分前市場創設の検討をぜひ進めていただきたいと思いま

す。以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。次は、太陽光発電協会の増川オブザーバーですかね。増川さん、

どうぞ。 

○増川オブザーバー 

 ありがとうございます、増川でございます。 

 ただ今、風力発電協会の祓川さんからのコメントは、私どもも全く同様に考えておりま

すけれども、少し違った観点で資料につきましてコメントを申し上げたいと思います。 

 １つ目は、調整力費用を低減するために対応策としては、例えばＦＩＴからＦＩＰへの

移行を促すといった、そういう施策によって、そもそものこれの根源でありますＦＩＴ特

例制度の①、まず量を減らすということも抜本的かつ大変重要な対策となると理解してお

りますので、そのような対策についても、引き続きこういった対応のリストに加えて推進

していただければと思います。 

 もう一つは、これは欧米と比較してどうかということなんですけれども、この再エネ予

測誤差の費用について日本においても 1,000 億円を超える大変巨額な費用がかかっている
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わけですけれども、ＦＩＴ制度によって変動性再エネ、風力、太陽光を大量に導入してい

る例えばドイツなどの欧州においても、日本と同様に巨額な費用が発生しているかどうか

というのがちょっと分かりませんけれども、私どもはそんなに費用が発生していないんじ

ゃないかなというふうに理解しております。そのような多額の費用が発生していないとす

れば、日本と何が異なるのか、また費用を抑えるためにどのような工夫をしているか等は

ぜひご確認いただいて、もし参考になるところがあれば、ぜひ日本でも取り入れていただ

けないかを検討いただければと思います。 

 なお、ドイツについては送配電買い取りになっているＦＩＴ電源に関しましては、日本

におけるＦＩＴインバランスの特例制度③と同じように提供されていると思うんですけれ

ども、それは前日市場のクローズした後の再エネの予測誤差に関しては、ＴＳＯが時間前

市場で売り買いを行って、需給調整してバランスを取って対応していると。その時間前市

場で発生した損益については、前日市場の取引で発生した損益と合わせて交付金で調整し

ているんだろうと理解しております。日本でもドイツと同じ対応が可能かというのは分か

りませんけれども、抜本的な解決策となる可能性も少しはあるので、ぜひ今後の検討に加

えていただければ幸いです。 

 続きまして、資料３についても１点コメントがございまして、こちらのほうはページで

言いますと９ページ、需要や電源の立地最適化、これもごもっとも、そのとおりというふ

うに考えております。電源の立地に関しては、今後、市場主導型の導入によって価格シグ

ナルで電源の立地誘導というのもあるでしょうし、それから発電側課金、これも一つ、電

源立地の誘導が一つ目的だったと思います。それでは対策が進んでいくのかなと思ってい

ますけれども、取り残されているのが需要側というふうに認識しております。 

 今後ますます需要側の立地誘導も重要になってくると認識しておりますけれども、これ

も発電側課金と同様に、需要側の託送料金制度においても立地誘導を促進するための割引

制度のようなものをぜひ検討いただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 私からは以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。次は、送配電網協議会の平岩オブザーバーですね、どうぞ。 

○平岩オブザーバー 

 ありがとうございます。送配電網協議会の平岩でございます。聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 

 聞こえております。 

○平岩オブザーバー 

 まず、発言の前に一言おわびを申し上げます。このたびの一般送配電事業者における新

電力顧客情報の漏えいにより、小売電気事業者間の公正な競争を揺るがし、一般送配電事

業者の中立性に疑念を抱かれる事態が発生したことに対し、深くおわび申し上げます。 
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 先月開催いたしました弊会の理事会においても、今回の事態を大変重く受け止め、行為

規制をしっかりと順守していくことを改めて確認いたしました。国による報告聴取や緊急

点検がなされ、各社において継続調査や対策の検討が行われ国に報告されるものと認識し

ておりますが、弊会としても各社の発生原因や対策を踏まえ、各社が連携して今回のよう

な事象を再発防止する仕組みを構築してまいりたいと考えております。 

 次に、資料１、２、３、それぞれについて発言させていただきます。 

 まず、資料１でございますが、今回、12 ページにインボイス制度の導入に伴うＦＩＴ制

度運用上の対応方針（案）を示していただきましたが、記載がありますように、課税事業

者によるインボイス登録に向けた認定事業者への周知の取り組みがＦＩＴ制度における手

当てをすることの前提であると認識しております。そのため、国から認定事業者に向けて

幅広く周知を行っていただくとともに、買い取り義務者である一般送配電事業者としても、

しっかりと国と連携を図りつつ周知に努めてまいります。 

 次に、資料２でございますが、まず資料への発言の前に、前回の本小委員会において、

再エネ予測誤差に対応する調整力確保費用に関連して、松村委員からのご指摘について発

言させていただきます。 

 松村委員から、送配電網協議会が別の場で電源の固定費の補填が必要だと声高に主張し

ており、親会社の方向を向いているのではないかとのご指摘がありましたが、そのような

発言をした認識はございません。別の場の弊会の発言とは、12 月２日のあるべき卸電力市

場、需給調整市場および需給運用の実現に向けた実務検討作業部会における私の発言と認

識しておりますが、その時の私の発言は、その後、公開された議事録で確認いたしました

が、固定費は容量市場からの回収が望ましいと思いますが、設備はｋＷｈを拠出するため

にも必要ですので、容量市場やｋＷｈ市場での回収の観点や現状のΔｋＷ価格には逸失利

益分が考慮されていることも踏まえて全体を整理いただくことが肝要と考えますという、

このようなものでございます。決して親会社をおもんぱかって発言したものではなく、容

量市場やｋＷｈ市場、調整力市場の関係を踏まえ、適切な価格設定がなされるように整理

が必要との意図で発言したものでございます。 

 次に、再エネ予測誤差に対応するための調整力費用でございますが、この三次調整力②

というものは、資料に記載がございますように、ＦＩＴインバランス特例制度において一

般送配電事業者が代行しているものであり、必要となる調整力の調達費用は適切に回収さ

れるべきと考えます。 

 その上で２点申し上げますが、14 ページに、この差額であります 240 億円、このような

費用の扱いが論点となっております。2023 年度に必要となる三次調整力②の調達費用は、

ガイドラインの改定により低減されることが期待される一方で、2022 年度はガイドライン

の改定以前にＩＳＯな調整力を調達した結果として実際に生じている費用です。12 ページ

に記載の制度設計専門会合の整理や今後のさらなる調査・分析を踏まえ、ガイドライン改

定以前の入札である以上、不適切ではない入札と判断されるのであれば、ＦＩＴ交付金で
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精算されるべきであり、不適切な入札と判断されるのであれば、発電事業者から送配電事

業者に返金いただけるよう整理をお願いしたいと思います。 

 ２点目は、20 ページの論点２についてでございます。自社の前年度からの改善率、縦比

較と他社の改善率との横比較の双方を考慮し、また天気の影響や設備量の増減など、エリ

アの特性も踏まえた外生的な要因を極力排除した指標であるΔｋＷ改善率を使用すること

に異論はございません。 

 ただし、資料の左下のΔｋＷ改善率の式は、分子がΔｋＷの必要量の改善量、分母はＦ

ＩＴ設備量となっておりますが、必要量の改善率という考え方に立てば、分母を前年度の

ΔｋＷ必要量とし、分子・分母の次元を合わせたほうが適切ではないかと考えるため、ご

検討をお願いしたいと思います。 

 最後に、資料３でございますが、６ページの広域連系系統のマスタープランを踏まえた

今後の課題ということでございます。論点２の大規模な系統整備に要する資金調達と費用

回収の在り方は非常に重要と考えます。特に北海道からの一部ＤＣのように、日本列島海

域での前例のない系統整備では、工事費増嵩や運転開始遅延、運転開始後の設備トラブル

等のリスクが大きいと考えられ、そのようなリスクが生じた場合の扱いを含め、引き続き

より具体的な検討をお願いいたします。 

 また、資料記載の地内基幹系統を一体的に整備することの必要性や賦課金方式の適用範

囲に関する議論を踏まえた費用負担の在り方も重要と考えますが、地域間連系線の増強に

より再エネ導入の多いエリアから大需要地への送電に当たっては、地域間連系線に隣接す

る場合のみならず、再エネ電源の立地点から連系線に至るまでの地内系統整備も必要とな

る場合がありますので、そのような地内系統整備費用の全国負担の在り方について検討を

進めていただくようお願い申し上げます。 

 最後に、７ページに必要投資額が約６～７兆円とありますが、現在、パブコメが行われ

ているマスタープラン案においては、需要対策に必要な系統整備や広域連系系統以外のロ

ーカル系統の系統整備および再エネ大量導入に必要な調整力、慣性力対策などは、必要投

資額に含まれていないと試算されております。2050 年に向けては、こうした点も踏まえ、

国民理解を深めながら検討を進めていただくことが肝要と考えております。 

 長くなりましたが、私からは以上でございます。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。次は、電気事業連合会の早田オブザーバーですね、どうぞご

発言ください。 

○早田オブザーバー 

 ありがとうございます。電事連、早田でございます。 

 平岩オブザーバーに続きまして、私からも発言の前におわびを申し上げます。 

 このたび、加盟会社におきまして、顧客情報の不適切な取り扱いがあったことが確認を

されております。電気事業の運営に疑念を抱かされるような事態が発生したことに対しま
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して、業界を代表しておわび申し上げます。 

 詳細は各社にて調査中でございますが、本件は電力自由化の根本に関わる問題でござい

まして、弊会としても重く受け止め、まずは加盟各社に対して今回の事例を踏まえた注意

喚起を行ったところです。今後の調査結果も踏まえ、業界として必要な対策を講じ、改め

てコンプライアンスの徹底に向けた不断の取り組みを推し進めてまいります。 

 次に、資料１のインボイス制度に関して申し上げます。今回、スライド 12でお示しいた

だきましたとおり、インボイス制度導入後に買取義務者に生じる新たな消費税負担に関し

てＦＩＴ制度において手当てすることの大前提として、認定事業者へのメールやはがきの

送付などによる周知に適切に取り組んでいくことが必要であるというふうに認識しており

まして、私ども買取義務者である小売電気事業者として、検針票やウェブ明細による周知

を既に開始してございます。 

 今後も、スライド９で例示いただきましたように、国から認定事業者へより分かりやす

い情報発信を行っていただくとともに、私どもも国と連携しながら、既認定の課税事業者

によるインボイス登録を適切に促すための周知に努めてまいりたいと考えております。以

上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。次は、東京電力パワーグリッドの岡本オブザーバーです。 

○岡本オブザーバー 

 岡本でございます。ありがとうございます。資料２と３について申し上げます。 

 まず、資料２ですけれども、調整力のコストをお客さまにご負担いただくのを前提とし

て、調達コストを最小にするように努めていくということが重要であると考えていますの

で、弊社としても特に再エネの出力予測誤差の低減などに引き続き努めてまいりたいと思

います。 

 また、別の委員会でも議論されていますけれども、この調達コストをミニマムにしてい

くというふうに考えますと、エネルギーとフレキシビリティーを同時に調達するという同

時市場が有効ではないかと思いますので、そういった検討の加速も必要ではないかと思い

ます。 

 資料３について、マスタープランのご説明をいただきまして、特に広域機関さんで精力

的に検討していただきまして本当にありがとうございます。ただ、具体化に向けては、北

海道から長距離大容量のＨＶＤＣということは初めての試みになりまして課題も多いと認

識していますので、引き続きの検討をお願いしたいと思います。 

 また、寺島さまからのご説明の中で、需要や電源の誘導ということも総合的に推進する

ということの重要性についてご指摘があって、あと大橋先生とか岩船先生からも言及があ

りましたけれども、大変重要な点と思います。 

 近年、弊社のエリアですと、データセンターのお申し込みが急激に拡大しておりまして、

こういったものを再エネの立地点の近くに誘導するということも効果的ではないかと思い
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ます。 

 圓尾先生から蓋然（がいぜん）性について考慮すべきというご指摘もあって、まさにそ

のとおりと思いますので、さまざまな需要シフト策が今後どういうふうに蓋然性を持って

可能になるかというところも見極めながら、柔軟に見直しを行っていくようなこともお考

えいただければと思っております。 

 私からは以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。それでは、電取委の鍋島オブザーバー、どうぞ。 

○鍋島オブザーバー 

 電力・ガス監視等委員会ネットワーク事業監視課の鍋島です。資料２に関しまして発言

いたします。 

 12 ページで、当委員会事務局が準備した資料について引用されております。電力・ガス

取引監視等委員会におきまして、昨夏における三次調整力②の約定価格の上昇を受けて制

度の見直しに関する検討を行ったのは事実であります。制度の見直しを踏まえたガイドラ

インの改定につきましては、昨年 10月から制度設計専門会合におきまして議論を開始し、

実態上 11月末までには関係事業者にも改定内容が伝わっていたと理解しております。他方

で、少なくとも昨年末時点においては改定がされていなかったと承知しております。当時

の入札行動について違反だったかどうかというご議論がございましたけれども、現時点で

そうした違反等の判断は行っていないということではあります。 

 この 12ページの試算につきましては、注釈の６で書いてありますとおり、将来の調達費

用を考えるために試算したものでありまして、昨年の一般送配電事業者の調達費用が下が

っていた、または一般送配電事業者の努力で下げられるはずだったということを含意する

ものではないということではあります。 

 昨年の発電事業者の入札行動で、いわゆる持ち下げ入札というものを行っているケース

があり、それが費用を押し上げていたりしますので、実費に基づく精算方法については、

今般の制度の見直しにより明確化をしております。他方で、持ち去り入札自体は、昨夏の

需給の厳しさで調整力の不足が懸念される中で、需給調整上、一般送配電事業者において

も有用なものだったとも聞いております。 

 中部エリアの制度見直し後の試算値につきましては、新たなガイドラインを踏まえて、

発電事業者において各入札実績を見直して試算したものを電取委事務局で整理したもので

あります。先ほどの持ち下げ入札の点など、これがどういうふうにこの試算で扱われてい

るかというのをこの場で全てご説明できませんけれども、制度見直し前の実績値から大き

く下がる点につきまして、これまでの知見も踏まえまして電取委事務局としても分析に協

力してまいりたいと考えております。 

○山内委員長 

 よろしいですか。ありがとうございました。 
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 もうそろそろ時間なんですが、他にご発言、ご希望いらっしゃいます？ 

 よろしゅうございますかね。 

 それでは、今日はインボイスの話と、それから調整力確保の費用ですね、この話と次世

代ネットワークだったんですけれども、インボイスについては、基本的に登録に向けて周

知徹底しろと、こういうことは皆さんおっしゃっていて、それはやりましょうということ

なんですけれども、来年度の生じる負担分というのは、基本的には事務局でＦＩＴで手当

てということではあったんですが、若干、考え方についてご意見が出ましたので、その辺

も斟酌していただくのかなというふうに思います。 

 それから、調整力確保費用について、これは引き続き、インセンティブ設計は特にそう

ですね。これについては議論していただくのかなと思います。おおむね皆さん、方向性は

いいというふうに思っていらっしゃると思いますけれども、その辺のことをもう少し詰め

ていただくのと、それから具体的に算定をするということであれば、国民負担とのバラン

ス、これも考えなきゃいけないということだと思います。 

 あとは、電力ネットワークについては、これもいろいろご意見が出て、マスタープラン

があって、その前のＧＸの実行会議の議論とかもございましたので、そういったところも

斟酌していただくのかなというふうに思います。 

 基本的には増強していくという方向性が正しいわけで、ただ今日、いろいろ議論が出ま

した。その辺も踏まえて、着実、それから効率的に系統整備が進むような、こういうよう

な検討を進めていただければと。これからも皆さん、この辺が皆さんのご意見かなと思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事は以上でございます。次回の開催についてお願いいたします。 

○能村課長 

 事務局でございます。本日もご議論がございましたので、それを踏まえた形になると思

いますけれども、次回の委員会につきましても、日程が決まり次第、速やかにホームペー

ジでご連絡させていただきます。以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。それでは、これをもちまして本日の委員会は閉会とさせてい

ただきます。ご多忙中のところ、本当に長時間熱心にご議論いただきました。どうも誠に

ありがとうございました。 

 

 


